
⽇本電信電話株式会社
会社説明会

2020年12⽉

証券コード 9432



Copyright 2020 NIPPON TELEGRAPH AND TELEPHONE CORPORATION

本資料及び本説明会におけるご説明に含まれる予想数値及び将来の⾒通しに関する
記述・⾔明は、現在当社の経営陣が⼊⼿している情報に基づいて⾏った判断・評価・
事実認識・⽅針の策定等に基づいてなされもしくは算定されています。
また、過去に確定し正確に認識された事実以外に、将来の予想及びその記述を⾏う

ために不可⽋となる⼀定の前提（仮定）を⽤いてなされもしくは算定したものです。
将来の予測及び将来の⾒通しに関する記述・⾔明に本質的に内在する不確定性・不確
実性及び今後の事業運営や内外の経済、証券市場その他の状況変化等による変動可能
性に照らし、現実の業績の数値、結果、パフォーマンス及び成果は、本資料及び本説
明会におけるご説明に含まれる予想数値及び将来の⾒通しに関する記述・⾔明と異な
る可能性があります。

※ 本資料中の「E」は記載の数値が計画または業績予想であることを表しています。
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株主還元⽅針

5

配当政策
• 継続的な増配の実施を基本的な考えとする

⾃⼰株式の取得
• 機動的に実施し、資本効率の向上を図る
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株主還元①
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⾃⼰株式の取得

 資本効率の向上、株主還元の充実を図るため、⾃⼰株式の取得を決議

 取得の内容

・取得総額 ︓2,500億円（上限）

・取得株式数︓1億2,000万株（上限）

・取得期間 ︓2020年11⽉11⽇〜2021年3⽉31⽇

 上記により、2020年度EPS⽬標を231円から232円（+1円）に⾒直し

配当

 2020年度の配当は年間1株当たり100円（対前年5円増）
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株主還元➁
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（単位︓億円）

2011年度 2012年度 2013年度 2017年度2007年度 2008年度 2015年度2014年度2002年度 2003年度 2004年度 2005年度1999年度 2016年度 2018年度

5,394

3,817

1,500

4,065
3,381

2,000
944

3,741

936862 1,000

3,665

1,200

2,352

（単位︓円）
● 配当性向

75
55 60

12.5

40 42.5 45
3530 30

22.5 27.5
2015 15

90

⾃⼰株式取得

1株当たり配当額

2,580

95

2020年度E

5,011

100

12.3% 13.0%
17.1%

23.0% 19.5%
27.5%

32.3% 31.2%
38.2% 37.2% 33.4%

38.0%
31.4% 30.7% 32.9%

40.9% 41.1% 43.0%

2009年度 2010年度 2011年度 2012年度 2013年度2007年度 2008年度 2015年度2014年度2004年度 2005年度 2006年度2003年度 2016年度 2017年度 2018年度 2020年度E2019年度

2019年度

（注1）2009年1⽉4⽇を効⼒発⽣⽇として、普通株式1株につき100株、2015年7⽉1⽇を効⼒発⽣⽇として、普通株式1株につき2株、2020年1⽉1⽇を効⼒発⽣⽇として、普通株式1株につき2株
の割合をもって株式分割を⾏っており、1株当たり配当額について、当該株式分割調整後の数値を記載しています。

（注2）2017年度以前は⽶国会計基準、2018年度以降は国際財務報告基準（IFRS）を適⽤

2,500*
（上限）

*2020年11⽉6⽇に2,500億円（上限）の⾃⼰株式取得を決議。取得期間︓2020年11⽉11⽇〜2021年3⽉31⽇
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配当利回り
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⾼い配当利回り

＊1 財務省公表「国債⾦利情報」（2020年12⽉14⽇）を基に算出
＊2 2020年12⽉14⽇時点の株価情報を基に算出
＊3 数値は2020年8⽉11⽇公表の業績予想ベース、株価は2020年12⽉14⽇時点の終値（2,667円）を基に算出

NTT株
配当利回り

3.7％

⽇本国債10年利回り

0.02％

東証１部平均
配当利回り

1.92％

＜ ＊3

＊1

＊2
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NTTグループの体制
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100%

66.2%

54.2%

その他グループ会社

⽇本電信電話株式会社
（持株会社）

100%
地域通信事業

⻑距離・国際
通信事業

移動通信事業

データ通信事業

その他通信事業

議決権⽐率
(2020年3⽉末時点) 

(NTT Ltd.)

営業収益︓46,513億円 従業員数︓ 27,550名
営業利益︓8,547億円 ⼦会社数︓ 97社

営業収益︓30,799億円 従業員数︓ 74,750名
営業利益︓ 3,883億円 ⼦会社数︓ 45社

営業収益︓22,058億円 従業員数︓ 51,600名
営業利益︓ 1,036億円 ⼦会社数︓ 387社

営業収益︓22,668億円 従業員数︓ 133,200名
営業利益︓ 1,309億円 ⼦会社数︓ 317社

営業収益︓16,017億円 従業員数︓ 31,950名
営業利益︓ 909億円 ⼦会社数︓ 133社

連結営業収益︓118,994億円
連結営業利益︓ 15,622億円
従業員数 ︓ 319,050名
連結⼦会社数︓ 979社

注） 各セグメントの営業収益および営業利益は、セグメント間取引を含む2019年度の⾦額。
従業員数、⼦会社数は2020年3⽉末時点。
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事業構造の転換
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0%

20%

40%

60%

80%

100%

⾳声
17%

（2.0兆円）

⾳声
83%

（4.2兆円）

⾳声
67%

（7.2兆円）

IP, データ
30%

（3.6兆円）

FY1985 FY2000 FY201915年

5.1 兆円 10.8 兆円 11.9 兆円営業収⼊

ｼｽﾃﾑ
ｲﾝﾃｸﾞﾚｰｼｮﾝ

31%
（3.7兆円）

18年

⾳声サービス中⼼ ブロードバンド、海外
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トピック①
NTTドコモの完全⼦会社化
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①リモートワールドを考慮した新サービスの
展開・提供

②リソースの集中化とDXの推進

③世界規模での研究開発の推進

④スマートライフ事業など新規事業の強化

◆ めざす⽅向性

NTTの中期的な成⻑・発展に向けて①

14
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NTTの中期的な成⻑・発展に向けて③
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◆ NTTドコモの完全⼦会社化

 NTTドコモの競争⼒強化・成⻑
 NTTドコモは、NTTコミュニケーションズ・NTTコム

ウェア等の能⼒を活⽤

 NTTグループ全体の成⻑

【⽬的】

【スケジュール】
 11⽉16⽇、公開買付終了（議決権⽐率91.46%に）

 年内には完全⼦会社化完了⾒込み（議決権所有割合100%）
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主な取り組み内容
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 クラウド・データ連携による融合ソリューションの創出

① 法⼈営業⼒の強化

 ソフトウェア開発⼒の強化とユーザエクスペリエンス向上

② サービス創出⼒の強化

 ネットワークや建物、IT基盤等に係るリソースやアセットの最適化

➂ コスト競争⼒の強化

 6Ｇ時代の移動・固定を跨るコアネットワーク
 IOWN構想の実現
 O-RAN＋ｖRANに係る研究開発

④ 研究開発⼒の強化
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中期的な有利⼦負債⽔準
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6兆円
程度

4.7兆円

2019年度実績 ⽬標⽔準

リース事業
分社化

ドコモ完全
⼦会社化 債権流動化 負債返済

1.1兆円

4.3兆円 1.0兆円
0.9兆円

〔9.0兆円〕

(参考)
シングル
A格平均

60％程度DEレシオ 50％程度
有利⼦負債

/EBITDA倍率

80％程度

約1.5倍 約2倍

 有利⼦負債⽬標⽔準は6兆円。リース事業分社化・
債権流動化を織込み、0.9兆円の負債を返済。

 従前どおり株主還元等を継続した上で負債を返済。

2.2兆円
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トピック➁
グローバル事業
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グローバル事業概況

19

海外売上⾼/海外営業利益率*

地域別売上⾼（2019年度※1）/従業員数

2017年度

$18.4B $18.9B

2018年度

$19.5B

2019年度 2023年度⽬標

TOTAL AMERICAS EMEA APAC※2

売
上
⾼

＄19.5B ＄6.7B ＄7.7B ＄5.0B

従
業
員
数

135,000⼈ 38,000⼈ 50,000⼈ 47,000⼈

$25B

*     グローバル持株会社帰属。営業利益は買収に伴う無形固定資産の償却費等、⼀時的なコストを除く
** ＄25Bに7％をかけた推計値
*     グローバル持株会社帰属。営業利益は買収に伴う無形固定資産の償却費等、⼀時的なコストを除く
** ＄25Bに7％をかけた推計値

$0.56B $0.60B $0.46B
$1.75B**

営業利益

売上⾼

3.1％

7.0％

3.2％
2.4％

営業利益率

※1 グローバル持株会社帰属の海外売上⾼
※2 ⽇本国内市場の数値は含まず
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NTT Ltd. 業績
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営業収益 営業利益

2Q実績 年間計画 2Q実績 年間計画

NTT Ltd. 5,279億円 11,300億円 45億円 50億円

◆ 2020年度 第2四半期業績

（進捗率︓47％） （進捗率︓90％）
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NTT Ltd. 構造改⾰
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• 事業運営のスリム化
- 合理化︓業務集約や重複ポスト整理等
- 効率化︓シェアードサービスセンタ⽴ち上げ、システムの統⼀等

• ⾼付加価値サービスへのシフトを通じた競争⼒の強化
- 重点顧客（1,700社）の特定、アカウントプランの策定
- Microsoftとのパートナリング活⽤（ハイブリットクラウド対応

ビジネスへ注⼒）

 2019年7⽉設⽴以降NTT Ltd.において、統合を推進
 マネージドITサービスを中⼼とした⾼付加価値サービスへの事業

シフトを実現すべく構造改⾰を推進中

＜売上⾼に占める⾼付加価値サービスの割合＞
データセンター、マネージド、ネットワーク、クラウドコミュニケーション等

FY2023（E）

50%

FY2019

32%

FY2020(E)

36%
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NTT Ltd. 2023年度に向けた取り組み
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FY23FY20

2020年度

⾼付加価値サービス

コスト削減

2.6%※

約300M 
USD

7.0%※

1000M USD

[※海外営業利益*ベース]
*グローバル持株会社帰属。買収に伴う無形固定資産の償却費等、⼀時的なコストを除く

シェアードサービスセンタ

IT統合推進

Go to Market戦略実⾏

⾼付加価値サービスへのシフト
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トピック③
ガバナンス改⾰
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取締役会の改⾰
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社
内

社
外取締役会取締役会

執⾏役員

変更後︓８名変更前︓１５名

業務執⾏を委任

・取締役会の規模縮⼩による戦略的議論の活性化
・独⽴社外取締役⽐率の向上（26.7％から50％に）
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取締役会の多様性
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取締役 監査役 計
⼈数 8 5 １３

（再掲）
⼥性 1 2 ３

• 取締役・監査役の13名中⼥性を3名登⽤（23％）
• グローバル中間持株会社（NTT ,Inc.）に外国籍取締役

4名登⽤

⼥性⽐率23％

NTT ,Inc.
外国籍取締役
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2020年度 業績予想の概要
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連結収⽀計画

2019年度
実績

2020年度
業績予想 対前年 新型コロナ

ウイルス影響

営業収益 11兆 8,994億円 11兆 5,000億円 ▲3,994億円
▲3,500億円

国内▲1,800億円
海外▲1,700億円

営業利益 1兆 5,622億円 1兆 5,900億円 ＋278億円
▲700億円

国内 ▲450億円
海外 ▲250億円

当期利益※1 8,553億円 8,600億円 ＋47億円

EPS※2 231円 232円 ＋1円

※1 当期利益は、当社に帰属する当期利益（⾮⽀配持分帰属分控除後）を記載しております。
※2 2019年11⽉5⽇の取締役会決議により、2020年1⽉1⽇を効⼒発⽣⽇として、普通株式1株につき2株の割合で株式を分割した影響を考慮した⾦額を記載しております。
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中期⽬標
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※1︓EPSは、2020年1⽉1⽇を効⼒発⽣⽇とした株式分割（普通株式1株を2株に分割）を考慮
※2︓Tata Sons Limitedからの仲裁裁定⾦受領影響を除く
※3︓グローバル持株会社帰属。海外営業利益は買収に伴う無形固定資産の償却費等、⼀時的なコストを除く
※4︓コミュニケーションズのデータセンター等を除く

EPS成⻑

約320円

2017年度 2023年度

212円

＋50％ 増加

※1
※2

EPS成⻑ ＋50％
増加

海外売上⾼/ $25B/
海外営業利益率※3 7％

コスト削減 ▲8,000億円
（固定/移動アクセス系） 以上

ROIC 8％

Capex to Sales 13.5％
（国内ネットワーク事業※4） 以下

⽬標年度

2023年度

財務⽬標

（対2017年度）

2023年度

2023年度

2023年度

2021年度

（対2017年度）

※2

※1
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本⽇のまとめ
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コロナ禍でも増配を継続するなど、引き続き
株主還元の充実を図る

NTTドコモの完全⼦会社化やグローバル事業
の強化など、攻めの経営を推進中

「ESG経営の推進」も中期経営戦略の重要施
策の⼀つとして注⼒
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